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注目される米大統領選
～主なポイントと米国株市場の選挙後見通し～

ご参考資料

2020年10月12日

今回の米大統領選の主なポイント

【トランプ氏とバイデン氏の支持率の推移】

出所：Real Clear Politicsのデータをもとに
ちばぎんアセットマネジメント作成

 両候補の政策の違いが注目される状況ですが、コロナ禍の現状を考慮すると、どちらの候補が勝利してもコロ
ナ対策など景気刺激策を優先するとみられます。選挙を巡る不透明感の後退も、短期的には米国株市場を支え
そうです。

 新型コロナのワクチン普及による経済正常化への期待が広がっています。ワクチン開発はこれまでにないス
ピードで進んでおり、米国では11月から12月にかけ3,000万人に接種できる量のワクチンを用意可能との見通
しも出ています。ワクチンへの期待も相場のサポート材料となりそうです。

両候補の支持率と米国株市場の動向

米国株市場の選挙後見通し

期間：2020年3月31日～2020年10月9日、日次

（%）

（年/月）

トランプ

バイデン

 全米の支持率ではバイデン氏が優位を広げていますが、
2016年の大統領選では全米での支持率で劣っていたトラ
ンプ氏が激戦州を僅差で制し勝利したこともあり、激戦
州での支持率が拮抗している状況では、まだ結果は不透
明と言えます。

 米国の大統領選が行われる11月3日まで1カ月を切るなか、
大統領選関連のイベントへの注目が高まっています。第
1回大統領候補討論会でバイデン氏優勢との見方が広
がったことや、トランプ氏の新型コロナ感染報道を受け、
バイデン氏の支持率が上昇しています。

 こうしたイベント後にバイデン氏に優位な流れと伝わる
と、米国株は夜間取引で急落する場面がありました。バ
イデン氏が選挙公約として掲げる企業向け・富裕層向け
増税が実施される確率が高まったことを嫌気した動きと
みられます。米国株は追加経済対策への期待などを支え
に足元上昇していますが、値動きは大きくなっています。

 コロナ禍で行われる今回の大統領選では郵便投票の割合が高くなり、開票に時間がかかることが見込まれま
す。さらに、トランプ氏は郵便投票について不正の温床になり得ると批判しています。選挙の有効性自体に疑
問符がつく可能性があり、どちらかの陣営が選挙結果を認めないことで混乱が長引く可能性も指摘されていま
す。

 大統領選とともに、上院（定数100）の議員の内およそ1/3と下院（定数435）全員の改選も行われます。現在、
上院では共和党が、下院では民主党が多数党になっており与野党の「ねじれ」が生じています。今回の上院・
下院の改選で与野党の「ねじれ」が解消されるかどうかも注目されます。

 選挙結果の判明遅延により混乱が生じた場合、株価は調整する場面もあるかもしれません。また、与野党の
「ねじれ」が継続した場合、政策実現に時間がかかることが予想され、株価の上値は抑えられる可能性があり
ます。今回の選挙については、結果が出るタイミングや、与野党の改選結果にも注目です。

 バイデン氏勝利の場合は、短期的には大型財政政策が株価にとってポジティブ材料となりそうですが、中長期
的には企業向け・富裕層向け増税などにより株価の上値は抑えられる可能性があります。

 トランプ氏勝利の場合は、短期的には財政政策や給与税等の減税が株価にとってポジティブ材料となりそうで
すが、中長期的には米中関係の更なる悪化が懸念材料となります。

 短期的な見通し ～コロナ対策など景気刺激策、選挙巡る不透明感の後退、ワクチン開発への期待が支えに～

 選挙を巡るリスク要因、両候補の政策の違いと予想される株価への影響


